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概要

本稿の目標は二つある。第一は，中間財部門を含む多部門経済からサプライチェー

ンを抽出し複数サプライチェーン経済に再編することである。第二は複数サプライ

チェーン経済をマクロ的な一財生産経済に集計することである。本稿が提示する経

済の集計手続きは，二つの整合性の要請を満たす。第一の整合性は，集計の前後にお

ける「生産要素と生産物の価値の保存」である。第二は，集計前後の経済における均

衡論的整合性である。われわれが提案する集計作業のいま一つの特徴は，2 つの整合

性を満たしながら，各部門の TFP をマクロ的 TFP に集計する手続を明らかにする

ことである。これにより，特に中間生産物部門の TFP の変化が集計 TFP に及ぼす

影響が大きいことが判明する。
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1 はじめに

中間生産物の経済における重要性は広く知られている（OECD (2010) 参照）。日本も

例外ではなく，中間生産物の経済に占める割合は極めて大きい。実際，産業連関データを

見ると，2015 年の中間生産物の総額は 469 兆円であり，最終需要額 548 兆円の 85 ％と

大きな部分を占めている*1。中間生産物を陽表的にモデル内に取り込む作業は典型的に産

業連関論において行われている。しかも，産業連関論における一つの産業とは多くの生産

者から構成される一連の生産活動，つまり，一つのサプライチェーンに他ならない。Doi

et. al. (2021)は、この点に着目して以下を示した。

(T1) サプライチェーン内にある各セクターを一つの産業に統合するとき，産業を

　合理的な選択をする「１企業」（以下，SC企業）と扱える．

(T2) (T1)による二人の SC企業からなる集計経済の均衡がもとの３部門経済の均

衡と整合性を有する。

(T3) ２サプライチェーンからなる経済が 1部門のマクロ経済に集計できる。

本稿では，n部門m最終財 2本源的生産要素経済（n ≧ m)という一般的状況で，サプ

ライチェーンをどう捉えるかから議論を始める。

N = {1, 2, . . . , n}とする。N は企業のインデックスの集合である。各部門は 1種類の

財を生産し，{1, . . . ,m}内の各部門は最終生産物を生産する。いま集合 C を次の性質を

満たすものとして定義する。

(i) C ⊂ N ×N , (i, j) ∈ C なら第 i部門の生産物が第 j 部門の投入物になる。

(ii) Ck = {(i, j) ∈ C| ∃j1, . . . , jh such that j1 = i, j2 = j, jh = k, (ji, ji + 1) ∈
C, i = 1, 2, . . . , h − 1}, k = 1, 2, . . . ,m。Ck は最終財第 k 財を生産するためのサ

プライチェーン。

(iii) C1 ∪ C2 ∪ · · · ∪ Cm = C。C が C1, . . . , Cm の分割でないことに注意。

(iv) ∀i ∈ N ∃j ∈ N : (i, j) ∈ C or (j, i) ∈ C。生産者はサプライチェーンに属し

ている。実際には，生産者のなかで中間生産物を必要としない者がいる可能性があ

るがここでは取り扱わない。

このようなサプライチェーンの扱い方は多くのメリットを持っている。

Oi = {j ∈ N | (i, j) ∈ C}, i = 1, 2, . . . , n
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を定義すれば，{1, 2, . . . ,m} ⊂ Oi であれば，基盤的な財を作る企業だということになる。

以下でコブダグラスの生産関数を想定するのでこの点は更に強調される。さらに基盤的な

企業が順次並んでいる，産出投入係数表の三角化の如き状況も表現できる。つまり，本稿

では n = 4,m = 2とし，

C = {(3, 1), (4, 1), (3, 2), (4, 2), (4, 3)}

の場合を考察する。このとき，個々のサプライチェ－ンは

C1 = {(4, 3), (3, 1), (4, 1)}：1st supply chain

C2 = {(4, 3), (3, 2), (4, 2)}：2nd supply chain

である。さらに，

O1 = O2 = ∅, O3 = {1, 2}, O4 = {1, 2, 3}

となって，第 4財が基盤的中間生産物となっている。

本稿で我々が取り扱う経済はサプライチェーン C を有する 4財，2中間生産物，2本源

的生産要素（資本と労働），1家計経済 (4, 2, 2, 1)経済である。

2 モデル

本稿で取り扱うのは生産４部門経済である。

仮定 1 生産関数を
Yi = Fi(Ki, Li,Mi3,Mi4) = AiKi

θiLi
ηiMi3

δiMi4
γi , i = 1, 2

M3 = F3(K3, L3,M34) = A3K3
θ3L3

η3M34
γ3 ,

M4 = F4(K4, L4) = A4K4
θ4L4

η4 ,

(1)

とする。各パラメータは正値で，θi+ηi+γi+δi = 1, i = 1, 2, θ3+η3+γ3 = 1, θ4+η4 = 1

である。Ai は第 i部門の TFPである, i = 1, 2, 3, 4。

Mij は第 iセクターで用いられる第 j 中間生産物の投入量である, (j, i) ∈ C。i ∈ {1, 2}
とする。第 i部門は第 i最終生産物を生産技術 Fi を用いて生産する。Ki, Li,Mij はそれ

ぞれ，第 i部門で用いられる資本，労働，第 j 中間投入である, j = 3, 4。中間投入として

用いられるものは第 3, 4部門で生産される第 3財と第 4財である。第 3財の生産にも第

4財が中間生産物として用いられる。

資本と労働はそれぞれ同質的であるとする。
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また，略記法として，

FiK =
∂Fi

∂Ki
, FiL =

∂Fi

∂Li
, i = 1, 2, 3, 4, FjM3

=
∂Fj

∂Mj3
, FjM4

=
∂Fj

∂Mj4
, j = 1, 2

fi(ki,mi3,mi4) = Fi(ki, 1,mi3,mi4), ki =
Ki

Li
,mij =

Mij

Li
, j = 3, 4, i = 1, 2

f3(k3,m34) = F3(k3, 1,m34), k3 =
K3

L3
, m34 =

M34

L3

f4(k4) = F4(k4, 1), k4 =
K4

L4

を採用する。さらに，微分は例えば，fik = ∂fi
∂ki

, FiK = ∂Fi

∂Ki
のように表す。

価格はすべてレンタル料に対する比率で表す。生産物価格レンタル比率を pi, i =

1, 2, 3, 4，賃金レンタル比率をそれぞれ ω と書く。

2.1 中間財生産部門

第 4部門（中間財生産部門）から議論を始める。ω を正の賃金レンタル比率として，利

潤最大化は

max
K4,L4

p4F4(K4, L4)−K4 − ωL4

である。必要条件を整理すると，

ω =
f4(k4)− k4f4k(k4)

f4k(k4)
=

1− θ4
θ4

k4

k4 =
θ4
η4

ω (2)

p4 =
1

f4k
=

1

θ4A4
k4

1−θ4 =
1

A4

(
1

θ4

)θ4 ( ω

η4

)η4

(3)

となる。(3)式より，p4 は ω によって決まることが判る。

第 3部門の生産関数は

M3 = F3(K3, L3,M34) = A3K3
θ3L3

η3M34
γ3 ,

であった。賃金レンタル比率 ω, 第 4部門の生産物価格レンタル比率 p4 が与えられてい

るとする。第 3生産者の生産する財（中間財）の価格・レンタル比率を p3 とする。利潤

最大化は

max
K3,L3

p3F3(K3, L3,M34)−K3 − ωL4 − p4M34
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である。必要条件を整理すると，

k3 =
θ3
η3

ω (4)

m34 =
γ3
η3

ω

p4
(5)

p3 =
1

f3k
=

1

θ3A3
k3

1−θ3m34
−γ3 =

1

A3

(
1

θ3

)θ3 ( ω

η3

)η3
(
p4
γ3

)γ3

(6)

=
1

A3

(
1

γ3A4

)γ3
(

1

θ3

)θ3 ( 1

θ4

)θ4γ3
(
ω

η3

)η3
(
ω

η4

)η4γ3

(7)

となる。(3)と (7)式より，p3 は ω によって決まることが判る。

2.2 最終財生産部門

財価格レンタル比率を pi = pi, i = 1, 2とする。賃金レンタル比率を ωとすれば，p3, p4

は (3)と (7)式で与えられる。第 i部門の最大化問題は

max
Ki,Li,Mi3,Mi4

piFi(Ki, Li,Mi3,Mi4)−Ki − ωLi − p3Mi3 − p4Mi4

である。必要条件を整理すると，

ω =
fi − kifik −mi3fim3

−mi4fim4

fik
=

1

θi
ki − ki −mi3

fim3

fik
−mi4

fim4

fik

p3 =
fim3

fik
=

δi
θi

ki
mi3

よって p3mi3 =
δi
θi
ki

p4 =
fim4

fik
=

γi
θi

ki
mi4

よって p4mi4 =
γi
θi
ki

である。最初の式に第 2，第 3式を代入して，

ki(ω) =
θi
ηi
ω, mi3(ω) =

δi
ηi

ω

p3(ω)
, mi4(ω) =

γi
ηi

ω

p4(ω)
(8)

となる。財価格レンタル比率 pi(ω)はつぎの通りである。

pi(ω) =
1

fik(ki(ω),mi3(ω),mi4(ω))
=

1

Ai

(
1

θi

)θi ( ω

ηi

)ηi
(
p3
δi

)δi (p4
γi

)γi

(9)

=
1

Ai

(
1

δiA3

)δi ( 1

γiA4

)γi
(

1

γ3A4

)γ3δi ( 1

θi

)θi ( 1

θ3

)θ3δi ( 1

θ4

)θ4γ3δi+θ4γi

×
(
ω

ηi

)ηi
(
ω

η3

)η3δi ( ω

η4

)η4γi+η4δ3δi

(10)

以上の (4), (7), (8) より，ki, pi, i = 1, 2, 3,mj3,mj4, j = 1, 2は ω の関数となる。
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2.3 サイズの決定

前節で ki, pi, i = 1, 2, 3, 4, mj3,mj4, j = 1, 2は ω の関数として得られた。ω は任意に

与えられた正値である。物量はすべて対労働比率，価格はすべて対レンタル比率である。

一次同次生産関数では，生産サイズの決定は生産部門からはできない。

ここで生産のサイズ決定を考察しよう。生産規模の決定はもっぱら需要側からなされ

る。(K,L)を所与の資本と労働力の初期保有とする。

仮定 2 資本レンタルで測った国民所得 K + ωLの αi の割合が第 i財に支出されるとす

る, i = 1, 2。α1, α2 を支出係数と呼ぶ。αi > 0, i = 1, 2, α1 + α2 = 1である。

そこで，第 i部門 (i = 1, 2)について，

pifi (ki(ω),mi3(ω),mi4(ω))Li(ω) = αi(K + ωL)

となるように Li(ω) を定める。生産サイズの決定と財の需給バランスとは同義であるこ

とに注意せよ。(8)を用い，pi = 1/fik(ki(ω),mi3(ω),mi4(ω))より，左辺を変形すると

pifi(ki(ω),mi3(ω),mi4(ω))Li(ω) =
ki(ω)

θi
Li(ω) =

Ki(ω)

θi
=

ω

ηi
Li(ω)

である。ここで，Ki(ω) = ki(ω)Li(ω)はKi(ω)の定義である。したがって，

Li(ω) =
ηi
ω
αi(K + ωL) (11)

Ki(ω) = θiαi(K + ωL) (12)

Mi3(ω) =
αiδi
p3

(K + ωL) (13)

Mi4(ω) =
αiγi
p4

(K + ωL) (14)

Yi(ω) = Aiαi(K + ωL)θi
θi
(ηi
ω

)ηi
(
δi
p3

)δi ( γi
p4

)γi

(15)

である, i = 1, 2。

第 3部門のサイズ決定は次のようである。M3 を

M3(ω) = M13(ω) +M23(ω) =
α1δ1 + α2δ2

p3
(K + ωL)

と定義する。さらに，

M3(ω) = f3(k3(ω),m34(ω))L3(ω)
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を成立させるように L3(ω)を決定する。これによって，

α1δ1 + α2δ2
p3

(K + ωL) = f3(k3(ω),m34(ω))L(ω)

p3(ω)f3(k3(ω),m34(ω)) =
k3(ω)

θ3
=

ω

η3
だから

(α1δ1 + α2δ2)(K + ωL)
η3
ω

= L3(ω)

を得る。さらに，第 3部門の資本需要K3(ω)は

K3(ω) = k3(ω)L3(ω) =
θ3
η3

ω(α1δ1 + α2δ2)(K + ωL)
η3
ω

= θ3(α1δ1 + α2δ2)(K + ωL)

となる。さらに，

M34(ω) = m34(ω)L3(ω) =
γ3
η3

ω

p4
(α1δ1 + α2δ2)(K + ωL)

η3
ω

=
γ3
p4

(α1δ1 + α2δ2)(K + ωL)

は第 3部門の第 4財への需要となる。

次は第 4部門である。以上によって，M4(ω) =
∑3

j=1 Mi4(ω)とすれば，M4(ω)は第

4財の総需要である。

M4(ω) =

(
α1γ1
p4

+
α2γ2
p4

+
γ3(α1δ1 + α2δ2)

p4

)
(K + ωL)

したがって，

M4(ω) = f4(k4(ω))L4(ω)

を成立させるように L4(ω)を決定できる。L4(ω)は第 4部門の労働需要である。これに

よって，

f4(k4(ω))L4(ω) =

(
α1γ1
p4

+
α2γ2
p4

+
γ3(α1δ1 + α2δ2)

p4

)
(K + ωL)

L4(ω) =
1

p4f4(k4(ω))
(α1(γ1 + γ3δ1) + α2(γ2 + γ3δ2)) (K + ωL)

=
1

k4(ω)/θ4
(α1(γ1 + γ3δ1) + α2(γ2 + γ3δ2)) (K + ωL)

=
η4
ω

(α1(γ1 + γ3δ1) + α2(γ2 + γ3δ2)) (K + ωL)
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が得られる。したがって，

K4(ω) = k4(ω)L4(ω) =

(
θ4
η4

ω

)
L4(ω)

= (α1(γ1 + γ3δ1) + α2(γ2 + γ3δ2)) θ4(K + ωL)

となる。

以上で，各部門の要素需要と財の供給がすべて得られた。ワルラス法則の成立を示して

おこう。ω を任意の正の数として，(
4∑

i=1

Ki(ω)−K

)
+ ω

(
4∑

i=1

Li(ω)− L

)
=

4∑
i=1

{Ki(ω) + ωLi(ω)} − (K + ωL)

= p1(ω)Y1(ω)− p3(ω)M13(ω)− p4(ω)M14(ω)

+ p2(ω)Y2(ω)− p3(ω)M23(ω)− p4(ω)M24(ω)

+ p3(ω)M3(ω)− p4M34(ω) + p4(ω)M4(ω)

− (K + ωL)

= p1Y1 + p2Y2 − p3(M13 +M23 −M3)

− p4(M14 +M24 +M34 −M4)− (K + ωL)

= p1Y1 − α1(K + ωL) + p2Y2 − α2(K + ωL) = 0

である。

2.4 均衡

サプライチェ－ン C を有する (4, 2, 2, 1)経済の均衡を次のように定義する。

定義 1 (1)式で定義された生産関数を有する (4,2,2,1)経済において，(K,L)を所与で正

値の資本と労働の初期保有とする。α1, α2 を正の支出係数とする。次の条件 (a), (b), (c)

を満たす価格と配分の組
(
(ω∗, (p∗i )

4
i=1), ((Y

∗
i ,K

∗
i , L

∗
i ,M

∗
i3,M

∗
i4)

2
i=1, (M

∗
3 ,K

∗
3 , L

∗
3,M

∗
34),

(M∗
4 ,K

∗
4 , L

∗
4))
)
をサプライチェーン C を有する生産の一般均衡という。

(a)　各 i = 1, 2について，(Y ∗
i ,K

∗
i , L

∗
i ,M

∗
i3,M

∗
i4)は次の問題の解である。

max p∗i Yi − (Ki + ω∗Li + p∗3Mi3 + p∗4Mi4) subject to Yi = Fi(Ki, Li,Mi3,Mi4).

(b)　 (M∗
3 ,K

∗
3 , L

∗
3,M

∗
34)は次の問題の解である。

max p∗3M3 − (K3 + ω∗L3 + p∗4M34) subject to M3 = F3(K3, L3,M34).
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(c)　 (M∗
4 ,K

∗
4 , L

∗
4)は次の問題の解である。

max p∗4M4 − (K4 + ω∗L4) subject to M4 = F3(K4, L4).

(d)　次の需給バランスが成立する。

{
K∗

1 +K∗
2 +K∗

3 +K∗
4 = K

L∗
1 + L∗

2 + L∗
3 + L∗

4 = L,


Y ∗
i = αi(K + ω∗L), i = 1, 2

M∗
3 = M∗

13 +M∗
23

M∗
4 = M∗

14 +M∗
24 +M∗

34

定理 1 仮定 1, 2 を前提とする。サプライチェーン C を有する (4,2,2,1)経済において，

生産の一般均衡が存在する。

補助定理 1 TFPの変化は賃金レンタル率や各部門の資本労働比率に影響を及ぼさない。

A3 の増加は財価格レンタル比率と中間生産物価格レンタル比率を下落させ，中間生産物

への需要を増加させる。Ai の増加は第 i財価格レンタル比率を下落させる。

［均衡の存在証明］

前サブセクションの各セクターのサイズの決定によって，任意の ω にたいして pi(ω), i =

1, 2, 3, 4がきまり，

Ki(ω), Li(ω), i = 1, 2, 3, 4, Mij(ω), i = 1, 2, 3, j = 3, 4, i ̸= j

Yi(ω), i = 1, 2,M3(ω),M4(ω)

は各部門の利潤最大化をもたらし，かつ，財市場を均衡させる。労働市場の均衡は

L = L1(ω) + L2(ω) + L3(ω) + L4(ω)

によって表現される。この式の右辺に前節までに得られたものを代入すると，

L =

(
η1α1

ω
+

η2α2

ω
+

η3(α1δ1 + α2δ2)

ω
+

η4 (α1(γ1 + γ3δ1) + α2(γ2 + γ3δ2))

ω

)
× (K + ωL)

=

(
α1(η1 + η3δ1 + η4(γ1 + γ3δ1)) + α2(η2 + η3δ2 + η4(γ2 + γ3δ2))

ω

)
(K + ωL)

となる。従って労働市場を均衡させる賃金レンタル比率 ω∗ は

ω∗ =
1− (α1(η1 + η3δ1 + η4(γ1 + γ3δ1)) + α2(η2 + η3δ2 + η4(γ2 + γ3δ2)))

α1(η1 + η3δ1 + η4(γ1 + γ3δ1)) + α2(η2 + η3δ2 + η4(γ2 + γ3δ2))
k (16)

となる。ただし，k = K/Lである。資本市場の均衡はワルラス法則から成立する。

(2), (4), (8)と (16)から，補助定理 1は明らかである。
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3 サプライチェーン経済への集計

3.1 サプライチェーン

サプライチェーンを仮想的な主体として把握できるかを考察する。その際，前節で得ら

れたすべての変数が ω の関数として与えられる状況から出発する。いま，(13)，(14) に

より

Mi3(ω)

M3(ω)
=

αiδi
α1δ1 + α2δ2

(
= βi3 とする

)
, i = 1, 2

Mi4(ω)

M4(ω)
=

αiγi
α1γ1 + α2γ2 + γ3(α1δ1 + α2δ2)

(
= βi4 とする

)
, i = 1, 2

M34(ω)

M4(ω)
=

γ3(α1δ1 + α2δ2)

α1γ1 + α2γ2 + γ3(α1δ1 + α2δ2)

(
= β34 とする

)
を定義する。最初の目標は，サプライチェーンの振る舞いが一人の生産者による最大化行

動と見ることが可能かどうかを検討することである。

定義 2 ［生産者としてのサプライチェーン］ω を任意に与えられた正の賃金レンタル

比率とする。サプライチェーン C を有する (4, 2, 2, 1)-経済の資本と労働の需要関数

Ki(ω), Li(ω), i = 1, 2, 3,が 2.3節にあるように与えられているとする。いま，

K̃i(ω) = Ki(ω) + βi3K3(ω) + (βi3β34 + βi4)K4(ω), i = 1, 2

L̃i(ω) = Li(ω) + βi3L3(ω) + (βi3β34 + βi4)L4(ω), i = 1, 2

と定義する。一次同次関数 F̂i(K̂i, L̂i)が存在して，つぎの二条件を満たすとき，サプライ

チェーン i（Ci）が生産者として振る舞うという。このとき F̂i をサプライチェーン iの集

計生産関数であるという。

(m)［最大化整合性］　組
(
K̃i(ω), L̃i(ω)

)
は

max
K̂i,L̂i

pi(ω)F̂i(K̂i, L̂i)−
(
K̂i + ωL̂i

)
の解である, i = 1, 2。ここで，pi(ω)は (10)で与えられたものである。

(q)［生産量整合性］　任意の正の数 ω に関して

Fi(Ki(ω), Li(ω),Mi3(ω),Mi4(ω)) = F̂i(K̃i(ω), L̃i(ω))

が成り立つ, i = 1, 2。
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この定義は，架空の生産者が第 i財生産部門と中間財生産部門の一部を集計した最適行

動をとることを述べている。そのとき，サプライチェーン iの集計生産関数は F̂i であり，

架空の生産者の最適行動が，個別の部門の行動と整合的であることを要求している。

次の関係に着目しておく。

βi3β34 + βi4 =
αiδi

α1δ1 + α2δ2

γ3(α1δ1 + α2δ2)

α1γ1 + α2γ2 + γ3(α1δ1 + α2δ2)

+
αiγi

α1γ1 + α2γ2 + γ3(α1δ1 + α2δ2)

=
αi(δiγ3 + γi)

α1γ1 + α2γ2 + γ3(α1δ1 + α2δ2)
, i = 1, 2

であるから，

K̃i(ω) =
(
θiαi + βi3θ3(α1δ1 + α2δ2)

+ (βi3β34 + βi4) (α1(γ1 + γ3δ1) + α2(γ2 + γ3δ2)) θ4
)
(K + ωL)

=
(
θiαi + αiδiθ3 + αi(δiγ3 + γi)θ4

)
(K + ωL)

L̃i(ω) =
(
ηiαi + βi3η3(α1δ1 + α2δ2)

+ (βi3β34 + βi4) (α1(γ1 + γ3δ1) + α2(γ2 + γ3δ2)) η4
) (K + ωL)

ω

=
(
ηiαi + αiδiη3 + αi(δiγ3 + γi)η4

)K + ωL

ω

K̃i(ω)

L̃i(ω)
=
θiαi + αiδiθ3 + αi(δiγ3 + γi)θ4
ηiαi + αiδiη3 + αi(δiγ3 + γi)η4

ω

=
θi + δiθ3 + (δiγ3 + γi)θ4
ηi + δiη3 + (δiγ3 + γi)η4

ω

得られた最終式の分母に着目して，

ηi + δiη3+(δiγ3 + γi)η4 = 1− θi − γi − δi + δi(1− θ3 − γ3) + (δiγ3 + γi)(1− θ4)

= 1− θi − γi − δiθ3 − δiγ3 + (δiγ3 + γi)− θ4(δiγ3 + γi)

= 1− θi − δiθ3 − (δiγ3 + δi)θ4

= 1− (θi + δiθ3 + (δiγ3 + δi)θ4)

である。したがって，

θ̂i = θi + δiθ3 + (δiγ3 + δi)θ4, i = 1, 2 (17)

と定義すれば，

K̃i(ω)

L̃i(ω)
=

θ̂i

1− θ̂i
ω

11



となる。

ここで，

F̂i(K̂i, L̂i) = ÂiK̂
θ̂i
i L̂1−θ̂i

i , i = 1, 2

と定義する。Âi を次のように決める。K̂i, L̂i にそれぞれ K̃i(ω), L̃i(ω)を代入して，

Fi(Ki(ω), Li(ω),Mi3(ω),Mi4(ω)) = F̂i(K̃i(ω), L̃i(ω))) (18)

がω の恒等式となるように Âi を決定する。これは，定義 2の生産量整合性 (q)の成立を

要求するものである。まず，，

p4 =
1

f4k
=

1

θ4A4
k4

1−θ4 =
1

A4

(
1

θ4

)θ4 ( ω

η4

)η4

(
γi
p4

)γi

= (γiA4)
γi (θ4)

γiθ4
(η4
ω

)γiη4

p3 =
1

A3

(
1

γ3A4

)γ3
(

1

θ3

)θ3 ( 1

θ4

)θ4γ3
(
ω

η3

)η3
(
ω

η4

)η4γ3

(
δi
p3

)δi

= (δiA3)
δi (γ3A4)

δiγ3 (θ3)
δiθ3 (θ4)

δiθ4γ3

(η3
ω

)δiη3
(η4
ω

)δiη4γ3

である。(18)式左辺 (LHS)は，(15)より

LHS = Aiαi(K + ωL)θi
θi
(ηi
ω

)ηi
(
δi
p3

)δi ( γi
p4

)γi

= Aiαi(K + ωL)θi
θiηi

ηi

(
1

ω

)ηi+δi(η3+η4γ3)+γiη4

× (δiA3 (γ3A4)
γ3 (θ3)

θ3 (θ4)
θ4γ3 η3

η3η4
γ3η4)δi

(
γiA4 (θ4)

θ4 (η4)
η4

)γi

= Aiαi(K + ωL)θi
θi(δiA3 (γ3A4)

γ3 (θ3)
θ3 (θ4)

θ4γ3)δi
(
γiA4 (θ4)

θ4 (η4)
η4

)γi

× ηi
ηi(η3

η3η4
γ3η4)δi

(
1

ω

)ηi+δi(η3+η4γ3)+γiη4

= Ai(δiA3)
δi(γ3A4)

γ3δi(γiA4)
γiαi(K + ωL)θi

θiθ3
δiθ3θ4

θ4γ3δi+γiθ4

× ηi
ηiη3

η3δiη4
γ3η4δi+η4γi

(
1

ω

)ηi+δi(η3+η4γ3)+γiη4

である。ここで，(1/ω)の冪は

ηi + δi(η3 + η4γ3) + γiη4 = 1− θ̂i

12



であることに注意をしておく。さらに，右辺 (RHS) は

RHS = Âi

(
K̃i(ω)

)θ̂i (
L̃i(ω)

)1−θ̂i

K̃i =
(
θiαi + αiδiθ3 + αi(δiγ3 + γi)θ4

)
(K + ωL)

= αiθ̂i(K + ωL)

L̃i =
(
ηiαi + αiδiη3 + αi(δiγ3 + γi)η4

)K + ωL

ω

= αi(1− θ̂i)
K + ωL

ω

RHS = Âiαi(K + ωL)
θ̂θ̂ii

(
1− θ̂i

)1−θ̂i

ω1−θ̂i

となる。θ̂i の定義によって，LHSと RHSの ω の冪は一致している。したがって，LHS

と RHSに共通する αi(K + ωL)の項をキャンセルすれば，ω の冪は一致する。したがっ

て，(18)が恒等式となる必要十分条件は

Âi = Ai(δiA3)
δi(γ3A4)

γ3δi(γiA4)
γi
θi

θiθ3
δiθ3θ4

θ4γ3δi+γiθ4η3
η3δiη4

γ3η4γi+γiη4ηi
ηi

θ̂θ̂ii

(
1− θ̂i

)1−θ̂i

(19)

である。(19)を Âi の定義とする。θ̂i の定義 (17)式と Âi によって関数 F̂i が決まる。そ

こで，最大化問題

max
K̃i,L̃i

piF̂i(K̃i, L̃i)−
(
K̃i + ωL̃i

)
(20)

を考える。最大化の必要十分条件は

ω = piF̂iL(K̃i, L̃i), pi =
1

F̂iK(K̃i, L̃i)

である。k̃i = K̃i/L̃i とすると，この条件は

ω =
1− θ̂i

θ̂i
k̃i, pi =

k̃1−θ̂i
i

θ̂iÂi

(21)

と書きかわる。k̃i(ω) = K̃i(ω)/L̃i(ω) と pi(ω) がこの等式 (21) を満たすことを示せ

ば，(K̃i(ω), L̃i(ω)) は価格 (ω, pi(ω)) のもとで，最大化問題 (20) の解となる。k̃i =

13



K̃i(ω)/L̃i(ω) は，(21) の最初の等式を満たす。第 2 の等式の成立をしめそう。(10) と

(19)によって，

k̃1−θ̂i
i

θ̂iÂi

=

(
K̃i(ω)

L̃i(ω)

)1−θ̂i

θ̂iÂi

=

(
θ̂i

1−θ̂i

)1−θ̂i
ω1−θ̂i

θ̂iÂi

=

(
1

θ̂i

)θ̂i ( 1

1− θ̂i

)1−θ̂i

ω1−θ̂i
1

Âi

= pi(ω)

となる。以上によって次の定理を得る。

定理 2 (17)と (19)によって θ̂i, Âi を定めると F̂i はサプライチェーン iの集計生産関

数となり，サプライチェーン iは生産者として振る舞う。(19)式はサプライチェーン内の

技術の相互依存を表現するものである。

3.2 サプライチェーン経済の均衡

前節で得られたサプライチェーン iの集計生産関数 F̂i, i = 1, 2の下で次の均衡を定義

する。

定義 3 支出係数を α1, α2 とする。資本と労働のストックの初期保有を (K,L) とする。

前節で得られたサプライチェーン i の生産関数を F̂i, i = 1, 2 とする。以下の条件 (i),

(ii) を満たす価格と配分の組
(
(p̂∗r1, p̂

∗
r2, ω̂

∗), (Ŷ ∗
i , K̂

∗
i , L̂

∗
i )

2
i=1

)
を, サプライチェーン経済

の均衡と呼ぶ。

(i)　各 i = 1, 2について，(Ŷ ∗
i , K̂

∗
i , L̂

∗
i )は次の問題

max
Yi,Ki,Li

p̂∗riYi −Ki − ω̂∗Li subject to Yi = F̂i(Ki, Li)

の解である。

(ii)　次の要素市場の均衡と財市場の均衡がある。

K̂∗
1 + K̂∗

2 = K,

L̂∗
1 + L̂∗

2 = L

p̂∗riFi(K̂
∗
i , L̂

∗
i ) = αi(K + ω̂∗L), i = 1, 2

14



サプライチェーン経済は (2,2,2)経済であることに注意せよ。

定理 3 次の二つが成立する。

[Existence] サプライチェーン経済の均衡
(
(p∗1, p

∗
2, ω̂

∗), (Ŷ ∗
i , K̂

∗
i , L̂

∗
i )

2
i=1

)
は存在する。

[Consistency]三部門経済の均衡を
(
(ω∗, p∗r1, p

∗
r2, p

∗
r3), ((Y

∗
i ,K

∗
i , L

∗
i ,M

∗
i )

2
i=1, (Y

∗
3 ,K

∗
3 ,

L∗
3))
)
とする。三部門経済の均衡とサプライチェーン経済の均衡

(
(p∗1, p

∗
2, ω̂

∗),

(Ŷ ∗
i , K̂

∗
i , L̂

∗
i )

2
i=1

)
との間に，次の整合性

ω̂∗ = ω∗ =
1− α1θ̂1 − α2θ̂2

α1θ̂1 + α2θ̂2
k, (22)

p̂∗i = p∗i , i = 1, 2, (23)

Ŷ ∗
i = F̂i(K̂

∗
i , L̂

∗
i ) = Fi(K

∗
i , L

∗
i ,M

∗
i ) = Y ∗

i , i = 1, 2 (24)

が存在する。

［証明］サプライチェーン経済の均衡存在から確かめる。サプライチェーン iの最大化の

必要条件より，

ω̂ =
1− θ̂i

θ̂i
k̂i, p̂rif̂i(k̂i) =

k̂i

θ̂i
, i = 1, 2

である。f̂i = F̂i(k̂i, 1), i = 1, 2である。k̂i = K̂i/L̂i, ρ̂i = L̂i/L, ω̂, p̂ri のように ˆを付し

ているのはサプライチェーン経済における変数であることを明示するためである。財市場

の均衡条件を利用すると，資本市場の均衡は

k = ρ̂1k̂1 + ρ̂2k̂2 = θ̂1ρ̂1p̂r1f̂1(k̂1) + θ̂2ρ̂2p̂r2f̂2(k̂2)

= (θ̂1α1 + θ̂2α2)(k + ω̂)

である。この等号を成立させる ω̂∗ が存在し，したがって，サプライチェーン経済の均衡

が存在する。また，(16)を見ると，

ω̂∗ =
1− α1θ̂1 − α2θ̂2

α1θ̂1 + α2θ̂2
k

=
1− (α1(θ1 + θ3γ1) + α2(θ2 + θ3γ2))

α1(θ1 + θ3γ1) + α2(θ2 + θ3γ2)
k = ω∗

が成立する。これは (22)である。財価格レンタル比率 p̂∗ir は

p̂ri(ω̂
∗) =

1

Âiθ̂i

(
θ̂i

1− θ̂i
ω̂∗

)1−θ̂i

, i = 1, 2
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である。(9)式，Âi の定義によって，次を得る。

p̂∗ri =
1

Âi

(
1

θ̂i

)θ̂i ( 1

1− θ̂i

)1−θ̂i

(ω̂∗)1−θ̂i

=
1

AiA3
γi

1

θi
θiηiηiγiγiη3γiη3θ3

γiθ3
(ω̂∗)

1−θ̂i = p∗i

これは (23)である。さらに，定理 2より，F̂i はサプライチェーン生産関数であるから，

F̂i(K̂
∗
i , L̂

∗
i ) = Y ∗

i , i = 1, 2

も成立している。

4 (3,3,3)経済の (1,2,1)経済への集計

前節で得たサプライチェーン iの生産関数は F̂i である。それを再述すれば，

F̂i(K̂i, L̂i) = ÂiK̂
θ̂i
i L̂1−θ̂i

i , i = 1, 2

である。θ̂i, Âi はそれぞれ (??)，(19)式で定義される。正の資源 (K,L)と正の支出係数

α1, α2 が与えられているとする。その下での中間生産生産セクターを含む (3,3,3)経済の

均衡と (2,2,2)経済であるサプライチェーン下の均衡を，それぞれ(
(ω∗, p∗r1, p

∗
2, p

∗
3), ((Y

∗
i ,K

∗
i , L

∗
i ,M

∗
i )

2
i=1, (Y

∗
3 ,K

∗
3 , L

∗
3))
)
,(

(p̂∗ri)
2
i=1, ω̂

∗), (Ŷ ∗
i , K̂

∗
i , L̂

∗
i )

2
i=1

)
とする。定理 3はこれらの均衡間に整合性が存在することを明らかにした。(2,2,2)経済

であるサプライチェーン経済を (1,2,1)経済に集計することにかかわって，次の２課題が

ある。

課題１　 (2,2,2) 経済であるサプライチェーン経済を (1,2,1) 経済に整合的に集計

することができ，もとの (3,3,3)経済，(2,2,2)経済であるサプライチェーン経済，

さらに集計された (1,2,1)経済の間に整合性があるか，

課題２　中間財生産セクターを含む (3,3,3)経済を，(2,2,2)経済への統合を経由せ

ずに，(1,2,1)経済に集計することが可能であるか，

可能であれば，2種類の統合された (1,2,1)経済は整合的であるか，

である。
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定義 4 (1)式で定義された生産関数を有する (3,3,3)経済において，(K,L)を任意に与え

られた正値の資本と労働の初期保有とする。 α1, α2 を正の支出係数とする。価格と配分

の組
(
(ω∗, p∗1, p

∗
2, p

∗
3); ((Y ∗

i ,K
∗
i , L

∗
i ,M

∗
i )

2
i=1, (Y

∗
3 ,K

∗
3 , L

∗
3))
)
を中間生産物生産セクター

を含む生産の一般均衡とする。ある集計生産関数 F̌ (Ǩ, Ľ) = ǍǨθ∗
Ľ1−θ∗

が存在して，

以下の条件 (i), (ii) を満たす価格と配分の組 ((p̌∗r , ω̌
∗), (Y ∗,K, L))を, 集計された (1,2,1)

経済の均衡と呼ぶ。

最大化：(Y ∗,K, L)は次の問題

max
Y̌i,Ǩi,Ľi

p̌∗r Y̌ − Ǩ − ω̌∗Ľ subject to Y̌ = F̌ (Ǩ, Ľ)

の解である。

生産と価格の集計整合性：生産量間と賃金レンタル比率の間に次の整合性がある。

p̌∗rY
∗ = p∗1Y

∗
1 + p∗2Y

∗
2 ,

ω∗ = ω̌∗.

この定義は，定理 3での整合性の要求と同種のものである。

Dfhisy(2021)の定理 2を利用する。それによれば，生産関数*1

F̌ (Ǩ, Ľ) = ǍǨθ∗
Ľ1−θ∗

を有する (1,2,1)経済に統合するには，(1,2,1)経済の集計生産関数のパラメータそして集

計物価レンタル比率をそれぞれ，

θ∗ = α1θ̂1 + α2θ̂2 (25)

Ǎ =

2∏
i=1

(
Âiθ̂

θ̂i
i (1− θ̂i)

1−θ̂i

θ∗θ
∗
(1− θ∗)1−θ∗

)αi

(26)

p∗r = p∗1
α1p∗2

α2 (27)

と定義すればよい。Dfhisy(2021)に従うと，さらに，

ω̌∗ =
1− α1θ̂1 − α2θ̂2

α1θ̂1 + α2θ̂2
k (28)

と定義すれば，初期保有 (K,L)は問題

max
Ǩ,Ľ

p̌∗rF (Ǩ, Ľ)− Ǩ − ω̌∗Ľ

*1 記号K,Lが初期保有として用いられているので，変数を表すために K̃, L̃という記号を用いている。

17



の解であり，(3,3,3)経済の均衡とサプライチェーン経済の均衡との間の整合性 (23), (24)

によって，

p̌∗rF (K,L) = p̂∗1F̂1(K̂
∗
1 , L̂

∗
1) + p̂∗2F̂2(K̂

∗
2 , L̂

∗
2)

= p∗1F1(K
∗
1 , L

∗
1,M

∗
1 ) + p∗2F2(K

∗
2 , L

∗
2,M

∗
2 )

となる。これらは集計された (1,2,1) 経済としての数量の整合性に他ならない。さらに，

統合された (1,2,1)経済の賃金レンタル比率 ω∗ とサプライチェーン経済の均衡における

賃金レンタル比率 ω̂∗ の間には，(22)式と (28)より，

ω̃∗ = ω̂∗ = ω∗

が成立している。以上の結果をまとめると次の定理となる。

定理 4 (2,2,2)経済であるサプライチェーン経済を経由して，(1,2,1)経済に集計するこ

とが可能である。(3,3,3) 経済，サプライチェーン経済そしてサプライチェーン経済を集

計した (1,2,1)経済には整合性が存在する。

(27)に示される (1,2,1)経済の財価格は，つまり物価は，(3,3,3)経済の財価格の幾何平

均になっている。同じように，(25), (26)を (3,3,3)経済のパラメータによって書き換え

ると，

θ∗ = α1θ1 + α2θ2 + (α1γ1 + α2γ2)θ3 (29)

Ǎ = A1
α1A2

α2A3
α1γ1+α2γ2

2∏
i=1

(
θ̂θ̂ii (1− θ̂i)

1−θ̂i

θ∗θ
∗
(1− θ∗)1−θ∗

)αi

(30)

となる。

ここで，例えば日本経済では，中間生産物の比重が大きいこと，つまり，γ1, γ2 が高い

ことを念頭におこう。したがって，その平均値 α1γ1 +α2γ2 は大きな値になると期待でき

る。このとき，集計的な資本分配率 θ∗ は部門資本分配率の平均値 α1θ1 + α2θ2 よりもか

なり大きな値となると予想される。つまり，

θ∗ = α1θ1 + α2θ2 + (α1γ1 + α2γ2)θ3 > θi, i = 1, 2

が成立する事が予想される。また，γi > αj , i, j = 1, 2は十分予想できるので，

α1γ1 + α2γ2 > αi, i = 1, 2

の成立も蓋然的である。
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さらに，(29)では A3の冪は α1γ1+α2γ2である。したがって，中間生産物部門の TFP

（A3）の増加が集計 TFP（Ǎ）の増加に大きく寄与することが予想される。TFPが時間

に依存し，他のパラメータが時間に変化しなければ，

˙̌A

Ǎ
= α1

Ȧ1

A1
+ α2

Ȧ2

A2
+ (α1γ1 + α2γ2)

Ȧ3

A3

が得られ，A3 の増加の集計 TFP 増加への寄与が高いことも予想される。これらの数値

の確定には実証研究を俟つ必要がある。

5 まとめ

本稿では (3,3,3)経済を集計経済としての二種類の表現を与えた。すなわち，個々の生

産部門における個々の最適行動から, サプライチェーンの振る舞いを集計的な生産関数の

もとでの最適行動に集約できることを，さらに，それらが一財からなるマクロ経済に集約

されることを示した。

サプライチェーン生産関数における TFPは個別 TFPを集計したものである。さらに

一財の (1,2,1)経済における集計生産関数で得られる TFPはサプライチェーン生産関数

の TFPをさらに集計したものであると同時に，個別 TFPの集計でもある。これによっ

て，ある生産部門における TFPショックが，サプライチェーン経済にどのように影響を

及ぼし，さらに集計化された経済における産出量にどのような影響を与えるかが, 明らか

になった。

残されている課題は次である。

(i) 現在モデルより多数の中間生産物部門を有する経済へ拡張すること，

(ii) 中間生産物の生産に他の中間生産物を必要とする経済に拡張すること，

(iii) 最終生産物生産と中間財生産に用いられる資本が異質である場合に拡張する

こと，

が考えられる。さらに，前節の最後にある実証研究によって，部門 TFP，部門の資本分

配率，支出係数，Ai, θi, αi 等を推定することが，重要であろう。これらの研究によって技

術の産業間の連関がより精密な理論的実証的な考察を可能にするであろう。また，昨今の

災害の状況で出現するサプライチェーンの分断が他の産業に及ぼす影響を明らかにするで

あろう。
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